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■ 論文要旨 ■ 

 富士通のユーザー団体であるリーディングエッジシステム研究会において、計画的

なプロジェクトマネジャの育成を実現する方法を研究し、「プロジェクトマネジャ育

成モデル／育成ツール」として体系化した。これまでのプロジェクトマネジャ育成上

の問題点を明確にし、解決するための仮説を設定した上でモデル化したことにより、

従来のプロジェクトマネジメント知識体系や教育研修などから一歩踏み込んだ、より

実践に近い教育効果を生む新しい考え方とプロセスの提示が可能となった。これは、

これからのプロジェクトマネジャ育成の基本として、各企業のプロジェクトマネジャ

育成に有効活用できるものである。 
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１．はじめに 

１．１ 研究の概要  
富士通のユーザー団体であるリーディングエッジシステム研究会において、計画的なプ

ロジェクトマネジャの育成を目指して、これまでの育成上の問題を整理し、プロジェクト

マネジャ育成のための環境と、技術と資質を磨く方法を研究した。 

研究成果は各社で有効活用できるプロジェクトマネジャ育成モデル／育成ツールとして

体系化した。 

 

１．２ 研究の背景  
各企業の生き残りをかけた熾烈な競争の中で、IT 活用は事業展開の重要なポイントであ

り、その成否は企業経営に直接影響を与えるため、プロジェクトの的確な遂行と納期厳守

は IT 部門の最重要命題となっている。一方で、近年の多様化、複雑化し、著しく変化する

情報化技術、外部環境、ユーザーニーズなどはプロジェクトマネジメントを格段に難しく

し、失敗しやすい状況を作り出している。 

このような状況下で、プロジェクトマネジメントができる人材を育成することの重要性

は、衆目の一致するところであるが、ほとんどの企業は効果的な育成プログラムがなく、

「成り行きで育った」人材をプロジェクトマネジャとしているのが実態である。 

計画的にプロジェクトマネジャを育成することのできる方法を見出すことは、企業の経

営力強化においても重要な課題となっている。 

 

１．３ 研究の目標  
プロジェクトマネジャ育成における課題を解決して、計画的な育成を実現するために、

目標とする研究成果を以下のように設定した。 

(1) プロジェクトマネジャ育成上の問題点の整理と解決策の策定 

 プロジェクトマネジャ育成上の問題点を抽出し、分析するために、研究メンバー各

社で「何故、プロジェクトマネジャが育たないのか」をヒアリング調査した。 

問題点の分析結果を踏まえて、プロジェクトマネジャ育成上の問題点を解決するた

めの仮説を設定した。 

(2) 計画的な育成を実現するプロジェクトマネジャ育成モデルの体系化 

 仮説をモデル化するために、どのような育成パターンが有効であるかを研究し、そ

の結果をプロジェクトマネジャ育成モデルとして体系化した。 

(3) 育成を支援するためのプロジェクトマネジャ育成ツールの整備 

 プロジェクトマネジャ育成モデルを実際の育成に適用させていくために、現場で活

用することができるコンテンツとして、プロジェクトマネジャ育成ツールを整備した。 
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２．プロジェクトマネジャ育成上の問題点と解決策 
本章では、プロジェクトマネジャ育成上の問題点を整理し、解決策について述べる。 

 

２．１ プロジェクトマネジャ育成上の問題点  
研究メンバー各社で「何故、プロジェクトマネジャが育たないのか」をヒアリング調査

した。各社からあげられた問題点 291 件を整理、分類した結果は図１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ プロジェクトマネジャ育成上の問題点 

 

２．２ 問題点の分析結果  
問題点を分析した結果、プロジェクトマネジャの育成は、育成の環境、経験すべき仕事、

プロジェクトマネジャの資質という、環境、仕事、資質の三つの側面に集約されることが

わかった。 

(1) OJT（On the Job Training）が機能していない（環境面の問題） 

育成における OJT の重要性は認識されているものの、現場に投入して仕事を経験さ

せれば能力が身につくと短絡的に考えている企業が多く、プロジェクトマネジャ候補

生に明確な育成目標を与えずに漠然と仕事をさせているため、OJT が効果的に機能し

ていない。 

(2) 何を経験させたら育成できるのかわからない（仕事面の問題） 

プロジェクトマネジャを育成するために、どのような仕事を経験させれば良いのか

を体系的に整理している企業はなく、とりあえず現場に投入してプロジェクトマネジ

メントに関係する仕事をさせているという企業が多い。 

(3) 資質の磨き方がわからない（資質面の問題） 

プロジェクトマネジャには、資質も重要な要素であることは、全ての企業が認識し

ているが、どのようにして資質を磨けば良いのかわからず、「生まれ持った資質を変

えることはできない」、「資質を持っている人材を選抜して、プロジェクトマネジャ

に登用すれば良い」という意識が大半を占めている。 
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２．３ 問題点の解決策  
前項の分析結果を踏まえ、問題点の解決策として以下の三つの仮説を設定した。 

(1) 計画的に必要な経験をさせるための環境を整備する（環境面の解決策） 

現場で活用できる能力の修得には、OJT を通じて「経験させる」ことが不可欠であ

るが、やみくもに経験させても効果的ではない。OJT を効果的に機能させるためには

「計画的に良い経験ができる場面を与えて、意図的にプロジェクトマネジャとして必

要な行動をさせる」ことができるように、以下の要件を踏まえた環境を整備すること

が重要である。 

• 組織全体の育成の体制・仕組みを整備すること 

• 経験させることが具体的であること 

• 段階的にプロセスを経験させること 

• 主体的に判断・行動させること 

• 本人への的確なフィードバックを欠かさないこと 

(2) 経験させる仕事を「見える化」する（仕事面の解決策） 

プロジェクトマネジャを育成するためには、スケジュール作成、見積り作成、計画

書作成などの成果物を作成させるだけでは十分ではなく、成果物作成におけるプロセ

スのひとつひとつを理解させ、段階的に経験させることが重要である。 

例えばスケジュールを作成するためには、WBS の分解を行い、WBS を分解するために

は、顧客へのイベント確認や SE へのヒアリングを行わなければならない。 

このようなプロジェクトマネジャに必要な仕事のひとつひとつを「見える化」する

ことによって、指導者は何を経験させれば良いのか、プロジェクトマネジャ候補生は

何を経験すれば良いのかが明確になり、「経験させる」ことによる効果的な育成が可

能になる。仕事を「見える化」するイメージを図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 仕事を「見える化」するイメージ 

 

(3) 資質と結び付いている行動を「見える化」する（資質面の解決策） 

資質とは「生まれ持った性質、資性、天性」であり、顕在化しづらい。また「人の

内面に位置するものを教育することはできない」、「教育で変えることはできない」

という考え方もある。しかし資質そのものではなく、資質と結び付いている行動を

「見える化」し、プロジェクトマネジメントの具体的な場面でとるべき行動を明確に

することによって、資質を磨くことができる。 

例えばリーダシップとは、プロジェクトのさまざまな場面をリードする行動の総称であ

り、リーダシップそのものに実態はない。従ってミーティングなどで、意図的に「メン
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ＳＥへのヒアリング作業 

具体的な場面 

・・・・・・・ 

スケジュール作成 
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バーに役割、期待を浸透させる行動」、「メンバーの計画達成を支援する行動」などリ

ーダシップと結び付いている行動をさせて、その行動を評価することによって、リーダ

シップが磨かれることになる。資質を「見える化」するイメージを図３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 資質を「見える化」するイメージ 

 

３．プロジェクトマネジャ育成モデル 
仮説のモデル化にあたって、「プロジェクトマネジャの育成において経験すべき仕事と

資質を明確にし、より現場に近い環境で計画的に経験させる仕組み」を検討し、我々の身

近にある一般的な育成の仕組みのひとつである「自動車教習所」に着目した。 

自動車教習所は、机上で必要な知識を学習し、路上で実践的な運転技術と運転に必要な

資質を修得させる、体系化された計画的な育成の仕組みとして長い歴史と実績がある。 

本研究は、現場で通用するプロジェクトマネジャ（ITSS レベル３～４）を任命できる

レベルを目標として、「教習所方式」を応用したプロジェクトマネジャ育成の環境を「プ

ロジェクトマネジャ育成システム」として体系化した。 

 

３．１ プロジェクトマネジャ教習システムの概要  
プロジェクトマネジャ教習システムの概要を図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４ プロジェクトマネジャ教習システムの概要 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
教
習
シ
ス
テ
ム

プロジェクトマネジメントの知識、手法を体系的に学習（教室での講義形式）

プロジェクトマネジャに必要な技術を習得（ケーススタディによる演習形式）

習得した知識、技術を実際のプロジェクトで実践（現場での総合実習） 
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(1) 入学（育成計画の策定・教官の選定） 

事業部門で教習生（プロジェクトマネジャ候補生）を選定する。教育部門は事業部

門からの依頼を受けて、教習生別に具体的な育成計画（育成目標、期間、修得すべき

能力と期待レベル、教育カリキュラム、実習プロジェクト、教習期間）の策定、教官

（指導者）の選定を行う。 

(2) 教習（育成の実施） 

教育部門が主体となり「プロジェクトマネジャ教習システム」に基づいた教習を実施

する。教習生は育成計画に基づいて学科、演習、実習を段階的に履修する。 

教官は教習科目に基づき教習生を指導、評価し、教習生にフィードバックする。 

(3) 修了判定（育成成果の確認） 

学科、演習、実習の各段階において修了判定を行い、プロジェクトマネジャとして適

切な行動や判断をしているかを判定する。修了基準に到達しない場合は再履修とする。 

(4) 卒業（プロジェクトマネジャ免許の交付） 

全ての教習を修了し卒業した者にプロジェクトマネジャ本免許を交付する。 

 

３．２ プロジェクトマネジャ教習システムの仕組み  
プロジェクトマネジャ教習システムの仕組みを表１に示す。 

 

表１ プロジェクトマネジャ教習システムの仕組み 

 プロジェクトマネジャ教習システム 現在のプロジェクトマネジャ育成 自動車教習所 

構

成 

学科（知識教習） 

演習（ワークショップ） 

実習（OJT） 

知識学習 

ワークショップ 

OJT（効果的に機能していない） 

学科教習 

技能教習（場内走行） 

 〃  （路上走行） 

指

導

者 

専任のトレーナー 先輩プロジェクトマネジャ 

（教えている時間がない、先輩によっ

て指導・評価のバラツキが生じる） 

教官 

修

了

判

定 

プロジェクトマネジャ仮免許交付 

プロジェクトマネジャ本免許交付 
なし（研修を受講すれば修了） 自動車仮免許交付 

自動車本免許交付 

 

(1) 構成 

プロジェクトマネジャ教習システムは、教習所方式にならって、学科、演習、実習と

進める。実習は、従来の OJT のように、プロジェクトで実際の仕事をさせるのではなく、

実習としてプロジェクトの中で擬似的に仕事を経験させるので、実際の仕事に影響を及

ぼすことはない。 

(2) 指導者 

これまでのように、指導者不在や指導者のレベルによって育成レベルにバラツキが生

じないように、先輩プロジェクトマネジャなどではなく、教育部門の専任のトレーナー

を教官とする。 

(3) 修了判定 

研修を受講しただけで修了とせずに、「教習科目」に基づいて、レベルを見極め、基

準に達している場合だけ修了者として認定し、プロジェクトマネジャ仮免許、本免許を

交付する。 
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４．プロジェクトマネジャ育成を支援するためのツール 

プロジェクトマネジャ育成ツールは、プロジェクトマネジャに必要な経験と指導、評価

するための指標を、「プロジェクトマネジャ教習科目」として「見える化」した。 

「プロジェクトマネジャ教習科目」を活用することにより、以下の効果が期待できる。 

• 教官（指導者）の視点 

「何をどこまで修得させれば良いのか」が具体的にわかり、修得レベルを把握するこ

とができる。 

• 教習生（プロジェクトマネジャ候補生）の視点 

「何をどこまで修得すれば良いのか」がわかり、自分のレベルや弱点を把握すること

ができる。 

• 人事、教育部門の視点 

教習科目を指導要綱として、計画的な人材育成に活用することができる。 

• 経営者、管理者の視点 

客観的な指標による評価に基づいて、プロジェクトマネジャを選定することができる。 

 

４．１ 仕事の教習科目  
仕事の教習科目は、プロジェクトマネジメントスキルを養成するために、プロジェクト

マネジャとして経験させるべき仕事と、指導、評価の指標を整理し、標準化したものであ

る。（表２参照） 

(1) 教習科目 

プロジェクトマネジャの仕事を、立上げ、プロジェクト計画立案、プロジェクト推進、

プロジェクト管理、プロジェクト終結５項目に分類。 

分類は PMBOK(Project Management Body of Knowledge)の知識体系を参考にした。 

• プロジェクトマネジャの仕事 

プロジェクトマネジャ自身か、あるいは要員に指示して遂行する具体的な仕事。 

• 仕事を遂行するための要素 

具体的な場面を与えて計画的に「プロジェクトマネジャに必要な経験」をさせる項

目。研究メンバーの実務経験とプロジェクトマネジメント関連文献より抽出、集約し

た。 

(2) 評価の観点 

「仕事を遂行するための要素」に対応して、教習生に経験させた仕事に対する評価の

観点。プロジェクトマネジャ育成の指導、評価の指標であり、フィードバックに活用す

る。 

(3) 仕事を与える具体的な場面 

「仕事を遂行するための要素」に対応した仕事を経験させるのに適した場面。 

(4) 具体的経験例 

「仕事を与える具体的場面」に対応して、その場面で経験させる項目。 
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表２ 仕事の教習科目（一部抜粋）
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４．２ 資質の教習科目  
資質の教習科目は、プロジェクトマネジャの資質を磨くために、資質と結び付いている

行動と具体的な場面、その場の行動に対する評価の観点を明確にしたものである。（表３

参照） 

(1) 教習科目 

プロジェクトマネジャに必要な資質をリーダシップ、コミュニケーション、交渉力、

問題解決力の４項目に分類。分類は PMBOK の知識体系を参考にした。 

構成要素はプロジェクトの現場で経験させる要素。研究メンバーの実務経験とプロジ

ェクトマネジメント関連文献より抽出、集約した。 

(2) 評価の観点 

「教習項目」に対応して、教習生の具体的な行動に対する評価の観点。 

プロジェクトマネジャ育成の指導、評価の指標であり、フィードバックに活用する。 

(3) 経験させる場面 

「教習科目」に対応して、プロジェクトの中での具体的な経験の場面 

 

表３ 資質の教習科目（一部抜粋） 

 

 

５．まとめ 

５．１ 期待される効果  
「プロジェクトマネジャ教習システム／教習科目」の効果は以下のとおりである。 

(1) 実践的な育成環境 

実習は、教習生の育成に適したプロジェクトを教育部門が選定し、学科や演習で学習

した知識、手法を実際に経験させることにより、現場で通用する能力を身につけること

ができる。 
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(2) 教習生は教習に専念 

教習期間中は、実務とは明確に区別し、実習の作業成果はプロジェクトの成果物とし

ては反映させない。また、教習費用は全て教育費で負担する。これにより、教習生は教

習に専念することができる。 

(3) 教官による教習生への直接指導・評価 

教習全般で教育部門の担当者が教官として教習生の指導、評価を行い、実習中は現場

のプロジェクトマネジャがアドバイザとしてフォローすることで、効果的な育成をバッ

クアップすることができる。 

(4) 教習科目による指導・評価の標準化 

プロジェクトマネジャ育成に必要な項目と評価の観点を設定したことにより、これま

で曖昧であった「何をどこまで修得させるか」を明確に提示できるようになり、育成レ

ベルのバラツキを最小限に抑えることができる。 

(5) 修了判定による教習成果の評価と結果のフィードバック 

学科、演習、実習の各過程の教習成果は修了判定に基づいて評価し、基準を達成する

まで再履修させる徹底指導と、教習生に対する評価結果のフィードバックにより、不足

と思われる部分を補い、受講しただけで終わることなく教習カリキュラムを確実に修得

させることができる。 

 

５．２ 今後の課題  
「プロジェクトマネジャ教習システム／教習科目」は、これまでのプロジェクトマネジ

ャ育成上の問題を解決し、より具体的な教育効果を生むための新しい考え方とプロセスで

あり、これからのプロジェクトマネジャ育成の基本を提示するものである。しかし、その

有用性についてはこれからの実績の積み重ねによって証明されていくものであり、以下を

今後の課題とさせて頂きたい。 

 

(1)  プロジェクトマネジャ育成モデルとして充実と成長 

今後は、プロジェクトの規模や対象となる IT 領域を勘案して、各社のプロジェクト

マネジャ育成に適用できるように「プロジェクトマネジャ教習システム／教習科目」

を充実させ、運用を通じた実績の積み重ねと教育効果の確認を繰り返しながらノウハ

ウを蓄積することによって、プロジェクトマネジャ育成モデルとして成長させていく

ことが必要である。 

 

(2)  プロジェクトマネジャ育成に対する意識の変革と組織的な推進 

「プロジェクトマネジャ教習システム」の学科（知識学習）、演習（ワークショッ

プ）については、外部の教育研修機関などを活用することも可能であるが、実習につ

いては各社の状況に応じて社内で体制を整備していかなければならず、導入、実践に

おいて障壁となることが考えられる。 

会社の育成方針を明確にし、現場のプロジェクトマネジャ育成に対する意識を変革

して、全社の共通認識によって組織的に取り組んでいくことが重要である。 
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５．３ 提言  
最後に、研究成果の活用について提言する。 

(1) OJT の中に組み込んで活用 

「プロジェクトマネジャ教習システム」は業種、業態、会社規模などに限定されない

汎用性、柔軟性があるので、現在の OJT の中に組み込んで、全社レベルや部署レベル、

協力会社の教育などに幅広く活用することができる。 

また「教習科目」は、PMBOK に代表される知識体系や教育研修テキスト類などの最低

限の知識から一歩踏み込んで、現場におけるプロジェクトマネジメントの必須項目をよ

り具体化したものであり、既に教育プログラムを持っている企業においても、指導、評

価の指標として活用することができる。 

(2) プロジェクトマネジャの育成を目的とした PBL として活用 

実際のプロジェクトを立ち上げて、その推進を通して現場で専門能力を向上させる育

成方法として PBL（Project Based Learning）がある。これをプロジェクトマネジャ育

成の教育プログラムに適用し、プロジェクト推進のプロセスにおいて「プロジェクトマ

ネジャ教習システム／教習科目」を指導、評価のポイントとして活用することができる。 

プロジェクトや体制を作ることの難しさを克服することが必要であるが、今後期待で

きるプロジェクトマネジャ育成方法のひとつである。 
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